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研究ノート
地域を基盤とした社会福祉の基礎的研究?
渡 邉 洋 一
問題の所在
筆者は，拙著「コミュニティケア研究」???において次のことを指摘した。地域福祉概念の
発展は，「新しい社会福祉の概念」へと発展の過程にあって，止揚状況の形態に特徴があるこ
とであった。その枠組みを前提として，地域福祉と「新しい社会福祉概念」との関係性を考
察するために，次のような分析軸を設定をした。それは，「存在の認識に規定される地域福祉」
と「意識の認識に規定される地域福祉」とする枠組みである。もちろん，「存在の認識に規定
される社会福祉」と「意識の認識に規定される社会福祉」という枠組みであってもほぼ同意
であるとした。
さらに，「地域を基盤とした社会福祉の基礎的研究」???では，拙著の説明不足を補うために，
社会福祉概念と地域福祉概念の位置関係を考察し，地域福祉における存在の認識に規定され
る側面と意識の認識に規定される側面という枠組みについて再検討を加え，地域福祉概念は，
新しい社会福祉概念の構築を経て，さらなる社会福祉概念の再構築を繰り返すという止揚状
況を経ることで終焉することを指摘した。このことは，社会福祉の形態が地域化する過程が
地域福祉であって，「地域化した社会福祉」は「新しい社会福祉」であるという理解に立つと
いう程度の単純な理解ではない。社会福祉が地域化する過程は重層的であって，幾層かの「歴
史的地域化」の過程を経た結果であるという理解である。
その場合に，社会福祉が「地域化」する過程には，社会福祉問題の主体形成と客体形成の
視点からの検討を要するという問題が残されていた。それは，「存在の認識に規定される地域
福祉」と「意識の認識に規定される地域福祉」との間にある「主体」と「客体」の課題であ
った。
具体的には，「コミュニティケア研究」では「意識の認識に規定される側面」と「存在の認
識に規定される側面」という思考軸を設定することで，地域福祉の思想における主体形成を
考察してきた。意識の認識に規定される側面に思想性を持たせたわけである。このように，
社会福祉の領域での「意識」と「存在」という概念を設定することから，「社会福祉の地平」
⑴
をあぶり出そうとしてきた。もちろん，「意識」は「主体」であり，「存在」は「構造」もし
くは「客体」という用語に置き換えることは可能であるとしてきた。
このように，あえて，社会福祉の領域に「主体形成」を問い，社会福祉の思想に，主体的
な立場としての「意識の認識に規定される社会福祉」を設定をしてきたわけである。本稿で
は社会福祉の「地域化」の過程と「主体」と「客体」の概念枠組みを整理することで，さら
に推敲することとしたい。
第１ 社会福祉の価値規範と地域化
（１） 社会福祉の地域化と歴史的背景
社会福祉法の成立は，社会福祉の実施体制の「地域化」を進行させてきた。この地域化が
求められる背景の課題は，社会福祉事業法では，社会福祉の実施体制を福祉事務所などに置
くとともに，措置制度に依拠することよって社会福祉事業を担う機関を閉鎖的なものとして
きたことにある。その視点は，社会福祉サービスの量の絶対的不足を補完するものであって，
戦後にあって不足していた社会福祉事業の機関数を養成することを主眼としてきたことにあ
った。そこでは，社会福祉サービスの質の問題は問われることは少なかった。具体的には，
社会福祉事業を公設公営機関・公設民営機関・民設民営機関によって担わせ，公立施設や社
会福祉法人立施設以外は，原則として法定社会福祉事業（措置・受託・補助施設）は実施で
きなかった。これは社会福祉の領域における，ある種の護送船団方式であったわけである。
したがって，社会福祉サービスを必要とする要援護者は，権利として福祉サービスを受け
られたというより，社会的な措置（行政処分）の対象として隔離・保護されてきたといえよ
う。1970年代初頭までは，高齢化率も７％前後であって，障害者問題も顕在化してはいなか
った。さらに，高度成長期にあっては，要措置者の数も多くはない中では，財源も豊富であ
って入所施設中心の整備財源の不足という問題はありつつも，一点豪華主義の施設が多くみ
られた。
しかし，1980年代以降の高度産業社会での高度医療体制の充実や生活環境の整備は，乳児
死亡率の低下と高齢者の長寿化の傾向によって，高齢者問題を中心にして社会福祉問題の顕
在化を進めた。しかし，社会福祉事業法のもとでの社会福祉サービスは，社会福祉施設中心
のものであった。それを補完するものが在宅福祉サービスとされてきた。その実施体制は，
措置サービスは福祉事務所，在宅福祉サービスは社会福祉協議会など，関係機関に分断され
ていた。さらに，社会福祉サービスを利用すること自体に一般市民は抵抗感を有していた。
しかも，バブル崩壊以後の安定成長下にあっては，措置制度による社会福祉護送船団方式は，
行財政的にも課題が生ずることとなった。社会的な措置の対象である福祉サービスのニーズ
が多様化し，増加することとなり，社会福祉サービスの普遍化への要望が強くなってきた。
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21世紀を迎えるにあたって，社会福祉の実施体制は，開放化する必要が指摘されてきた。
例としては，1989年の福祉関係三審議会合同企画分科会による「今後の社会福祉のあり方に
ついて」，1998年の中央社会福祉審議会による「社会福祉基礎構造改革について」や「社会福
祉基礎構造改革を進めるに当たって（追加意見）」などに現れている。それらを受けて2000年
５月には，「社会福祉増進のための社会福祉事業法等の一部を改正するなどの法律」が国会で
設立した。前記した「社会福祉基礎構造改革について」では，『これからの社会福祉の目的は，
従来のように限られた者の保護救済に留まらず，国民全体を対象として，（中略），家庭や地
域の中で，障害の有無や年齢に関わらず，その人らしい安心ある生活が送れるよう自立を支
援することにある』と説明される。まさに，社会福祉への国民の参加と実施体制の地域化を
規定しているといえる。
しかも，2002年７月の「総合規制改革会議（内閣府）」において，「民間参入・移管拡大に
よる官製市場の見直し」が打出された。今後は，社会福祉の市場にあっては，この「規制改
革」の動向は例外なき変容の動向として，地方分権とあわせて注目されなければならない。
（２） 地域化と価値規範の構築と社会福祉法
21世紀の初頭，社会福祉の領域では，福祉社会の構築に向けた価値規範が模索されている。
平成12年の社会福祉法の成立は，この新たな価値規範を構築することを試みたと考えること
ができる。
この法の成立の根底にある社会福祉構造改革という流れは，戦後の社会福祉実施体制の再
構築にほかならない。例えば，この構造改革にみられる地方分権と規制改革の動向は，社会
福祉サービスの提供機関の領域が拡張していることである。それは，地方自治体への権限委
譲という第一の地方分権がある。さらに，第二の地方分権としての規制改革による市場営利
型サービスとボランティア・ＮＰＯ非営利型活動による社会福祉事業への参入促進等の動向
にみられる。また，福祉サービスを独占する閉鎖的な社会福祉事業（公立機関や社会福祉法
人など）の存立基盤に対する改革でもある。これらの動向の特徴は，社会福祉問題の解決シ
ステムが閉鎖的な公的責任に依拠する実施体制から，開放的な公共私の協働責任の実施体制
へと変容させていることといえる。このこと自体は，開放的な市場営利型サービスと非営利
活動の社会福祉事業への規制改革として評価できる。その理由は，既存の社会福祉の実施体
制が措置制度等にみられた閉鎖性があったためであり，縦割りの法律の体系による中央集権
的社会福祉実施体制の官僚（bureaucracy）的な側面でもあった。もちろん，平成12年の社会
福祉法の成立は，新しい社会福祉の構築にむけた模索過程に過ぎないことは明らかであって
一層の改革が求められている。
このような問題を含みながらも，社会福祉問題の解決制度のシステム化（各種の多様な制
地域を基盤とした社会福祉の基礎的研究? 85
⑶
度の積み上げられたものをシステムとする）が進行し，ゴルードプラン21・新エンゼルプラ
ン・障害者プランなど問題の解決方法の整備目標が示されている。このように，社会福祉問
題の解決制度のシステム化が進み，公的責任としての社会福祉サービスの提供制度が構築さ
れている。しかし，この公的な社会福祉問題解決のシステムにおける絶対的な福祉サービス
の量にも課題がある。さらに，社会福祉法の成立を受けて公的責任の解決システムの構築を
市場営利型サービスに過度に求めるとすると福祉サービスの質にも問題がある。ここには，
新しく希求される非営利組織の新しい供給システムの未整備の課題があるからである。
このように，公的責任のみに依拠した社会福祉サービス提供システム（閉鎖的な公的責任
に依拠する実施体制）は，その効率性や効果性に対しての危惧が提起されている。このこと
は，介護保険制度の導入の経過にも見られたが，制度的問題解決システムだけでは，地域社
会で安心して，友人や親族と共に生活を自立して継続することは困難であることである。基
本的に，日常的な自立生活支援には，「閉鎖的な公的責任に依拠する実施体制」から「開放的
な公共私の協働責任に依拠する実施体制」の構築が欠かせないという方向であって，社会福
祉問題解決システムが地域化していることとして認識できる。
（３） 社会福祉の地域化と社会福祉基礎構造改革の以後の課題
これまでの検討によって，福祉社会の構築に向けた価値規範が模索されるなかにあって，
そこには，社会福祉の主体形成という視点の検討が不可欠であると考える。このことは，開
放的な公共私の協働責任に依拠する実施体制の構築へと社会福祉のあり方の改革が希求され
ているからである。そのためには公共私の協働責任に依拠する実施体制とは，公共私の役割
と責任を明確化し，市民化しなければならない。
平成12年には「社会福祉増進のための社会福祉事業法等の一部を改正する等の法律」が成
立した。この社会福祉基礎構造改革の動向には多くの課題がある。その課題は，形式的な措
置制度の廃止されても，障害者の福祉の領域では「手帳制度」など課題が多く残っているの
である。そのような中にあって，権利主体者として弱い立場にある福祉サービス利用者には，
市場営利型サービスと既存の社会福祉事業による自立生活の支援や権利擁護の課題がある。
さらに，介護保険制度における障害者問題の統合の課題や，対人福祉関係の各法の社会福祉
関係個別法を「社会サービス法」へ収斂させる課題も指摘されている。
一方，社会福祉の実施体制の規制改革の問題では，社会福祉サービスを提供する機関の範
囲として，営利・市場原理の導入を図ることがある。さらに，非営利組織や協同組織の養成
構築・支援の課題がある。この背景には，公的な機関や社会福祉法人が独占してきた社会福
祉の実施体制は終焉したことがある。しかし，社会福祉の権利擁護・自立生活の支援のため
のシステムは，どのような機関で，どのような方法で提供することが望まれるのであろうか。
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これらの課題や視点は，公的責任に依拠する実施体制としての社会福祉の客体形成のあり
方における課題であるといえよう。
この社会福祉の「地域化」という動向には，地域化の発展過程での主体形成と客体形成の
課題があることが理解できた。この視点から福祉社会の構築に向けた価値規範の模索として
社会福祉実施体制を検討する必要があると考えている。このことは，ラフなスケッチである
が次のような仮説を提示しておきたい。
第２ 主体と客体の視点と地域社会
（１） 主体と客体の意味
社会福祉の主体と客体について検討するために，基本的な意味を次に推考することとした
い。
広辞苑によれば「主体（subject）」とは，「元来は，根底にあるもの，基体の意，性質・状
態・作用の主」や「主観と同意味で，認識し，行為し，評価する我を指すが，主観を主とし
て，認識主観の意味に用いる傾向がある」とされる。また，「客体（object）」とは，「主体に
対応する存在，また，主体の作用に及ぶ存在」という程度の理解である。したがって，「主体
（subject）」とは，主観・思考（意識）・自己という文脈であって，「客体（object）」とは，
客観・存在・対象という文脈にあるという程度の理解である。また，社会学事典でいう「主
体（subject）」とは，個人あるいは集団の自己確認をふまえた能動性であると説明される。
このような検討から，一般的に，「主体（subject）」とは，主観・思考（意識）・自己という
文脈であって，「客体」とは，客観・存在・対象という文脈にあると考えられる。しかも，主
体の意味と位置を考察する上で，主体を主観におきかえ，客体を客観におきかえることの意
味は，用語的に差異ないとされている。
一方では，既存の哲学の領域にあっては，主観（自己）と客観（対象）を同一させる思考
方法がカントなどによって問われてきた。とくに，ヘーゲルによる弁証法では，主観（自己）
と客観（対象）を同一させる思考方法を基本とした思考の体系的な展開が特徴となっている。
そこでは，現実に活動し実践している物・それ自身，すなわち本質的な事柄の内部の仕組み
表１－１ 二つの社会福祉実施体制
社会福祉実施の体制 特 徴 位 置 備 考
公共私の協働責任に依拠する体制 開放性 社会福祉の主体形成 福祉社会の構築に親和性
公的責任に依拠する実施体制 閉鎖性 社会福祉の客体形成 福祉国家の構築に親和性
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を透かしてみる方法として着目されてきた。すなわち，本質的な事柄の内部の仕組みの運動
のあり方を総合的にとらえることであった。それは，「正」「反」「合」，言い換えれば，「定立」
「反定立」「統合」という思考方法にあって，「定立」「反定立」と「統合」との関係における
「矛盾」を明確なキーワードとしてきた。すべての事象には，その存在自身を否定するもの
を含み，その矛盾によって「定立」「反定立」を統合・同一するという考え方である。この文
略にあってヘーゲルが指摘する「意識が変れば，対象が変る」（精神の現象学）とする概念は，
社会福祉の主体と客体を考察する上で重要な観点であると考える。
このように，「主体（subject）」と「客体（object）」については，基本的にある程度の定義
と用語的な意味は定説となっている。しかし，社会福祉の主体形成などと社会福祉の領域で
使用される場合の多くは，多様な意味あいを含めた主体形成という用語として万能であるか
のような使用方法もみられる。さらに，主体概念について考えたい。
（２） 近代的主体概念の後退
近代的主体概念は，デカルトによる近代的主体の考察を経て，サルトルの実存主義によっ
て到達点に達し「実体論的主体中心主義」として構築されてきた。特に，「何ものにも依存せ
ず自立した実体としての主体」を構築するという思想は，近代化の動向にあって20世紀思想
の到達点といえよう。しかし，近代的主体中心主義は，自立の主体ではなく，権力に服従す
る主体として20世紀の貢献をしてきたという危惧も指摘されている。社会福祉の領域でも，
この近代的主体中心主義に動向にあって，社会福祉の主体形成が問われてきたといえる。
一方では，構造主義の思想は，構造が「主体（subject）」をつくる，構造の作用や関係の結
節点としてのみ「主体（subject）」は存在することを証明してきたとされる。例えば，今村仁
司による「人間科学・社会科学によって確認された根本的事実，すなわち構造が主体をつく
る，構造の作用や関係の結節点としてのみ主体は存在する，という事実は疑いようもありま
せん」???との指摘がある。このように，近代的な思想の根底にあった「何ものにも依存せず
自立した実体としての主体」の概念は虚構であったという危惧がある。それは，構造主義と
しての「存在」は，実存主義としての「主体」を越えて，科学的知識として成果物として構
築されたようにみえる。したがって，識認（epistemology）としての実体論的主体中心主義
主体の立場は，終焉したのかもしれない。20世紀の構造主義にあって，構造が主体を規定す
ることとして客体の優位性を指摘し，「科学的知」の総体を構造的に説明がされてきた結果，
ヘーゲル弁証法やデカルト・サルトルの主体論は否定的な立場に立たされているといえよう。
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（３） 主体形成論の新たな地平と社会福祉観
この「主体（subject）」概念について，行為主体・実践主体（agent）との関係をみる必要
がある。あるシステムや構造において設定される行為主体・実践主体（agent）という概念に
は，システムに対する抵抗やその変革の可能性を含意していることと対置して「主体」を考
えることができよう。
主体形成論の新たな地平は，主体（subject）概念における，行為主体・実践主体（agent）
という視点が重要であると考えている。特に，社会福祉の領域は，「何ものにも依存せず自立
した実体としての主体」とは異なる主体を支援するという課題がある。社会的に依存したう
えでの自立観を構築するためには，この行為主体・実践主体（agent）としての新しい主体観
を構築し，社会的な支援を客体主体として位置づけて，総体としての関係性の意味あいを社
会福祉の主体形成と客体形成として持たせたいと考える。ここでは仮説として提示し，詳細
な検討は別稿としたい。
また，「主体（subject）」概念と行為主体・実践主体（agent）との関係二つの側面があると
考えている。第一の側面は，「意識の認識」の側面である個人の感情や思考の行為主体である。
第二の側面は，「存在の認識」の側面である社会のシステムや制度の行為主体であると考えて
いる。
別な視点として，岡村重夫は，個人が持つ社会関係の二重構造???として，「各制度の側から
利用者個人に向かって要求し，規定する側面」を社会関係の制度的側面であるとし，生活条
件を客体的に規定することから「客体的側面」であるとしている。「専門分業化した制度から
みれば別個，無関係な多数の社会関係を，自分のものとして統合・調和させて実行しなけれ
ばならない側面」を社会関係の個人的側面とし，「主体的側面」であるとしている。この社会
関係の二重性は，個人が持つ社会関係の客体的，制度的側面と，個人が持つ社会関係の主体
的，個人的な側面との峻別をしたものとして注目できる。このことは，岡村が個人と社会制
度の関係に着目し，社会生活の基本的欲求の充足過程における社会関係の不可避に側面を指
摘したものである。
本稿では，個人と社会制度の関係を整理して，個人と個人の関係，個人と地域社会の関係，
個人と地域社会と社会制度の関係などの社会制度の「主体的側面」と「客体的側面」につい
て枠組みを考察してきた。しかし，これらの社会関係のすべてに渡って整理することは困難
であることから，「主体的側面」と「客定的側面」に対する「意識の側面」と「存在の側面」
の枠組みについて社会福祉の領域から検討をしている。具体的な前記の様相については別稿
で検討したい。
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（４） 地域社会の分析の軸と位置関係
前記した論点から，社会福祉の地域化の基本にある地域社会のあり方を検討するために，
「主体」と「客体」という軸と，「意識」と「存在」という軸において，構造概念と主体概念
の対置を精査するために，検討する枠組みとして図－１のような検討軸を設定してみたい。
図－１は，地域社会のあり方において，客体・存在の側面を仮に「association」として規
定し，具体的な制度・組織・事業体の総体を位置づけてみた。さらに，主体・意識の側面を
「community」として規定している。特に，主体軸と意識軸は，社会観としての共同体思想
の位置が設定できる。客体軸と意識軸は，「the community」という地域社会という様相を位
置づけられる。一方では，客体軸・存在軸にあっては「association」という構造的な制度・
組織・事業体を位置づけている。主体軸・存在軸は，「association」という地域社会の問題解
決の主体組織のあり方をしめしている。
社会福祉の地域化は，この分析軸による四つの側面にあって，重層的に関係性のもとに進
行していると考えている。ただ単純に地域化しているわけではないのである。
第３ 社会福祉の問題の共有化と構造問題
（１） 社会福祉の地域化の二つの視点
社会福祉の実施体制が「地域化」していることは社会福祉法の第３条・第４条の条文から
も明らかである。この根底には，地域福祉の実態概念化（地域福祉が制度化する過程の進展）
が進行しているという状況が背景となっている。この「社会福祉の実施体制の地域化」は，
地方分権一括法などによる機関委任事務の廃止（自治事務化）や社会福祉法の成立によって
地域社会を基盤とした福祉サービスの展開の時代へと進展しているからでもあった。
この社会福祉の実施体制の「地域化」には二つの視点がある。第一の視点は「制度的な社
会福祉の公的実施体制の地域化」である。この地域化は1970年前後から高齢者問題や在宅福
図－１ 主体形成と客体形成のイメージ
(思想)
(共同体観)
意識
the community (地域社会)
主体
客体
association
存在
association
(制度・組織・事業体)
community
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祉の問題の顕在化の流れを受けて，平成２年の社会福祉関係８法の改正（法律に在宅福祉を
明記される）等によって進展してきた。
第二の視点は，「非制度的な問題解決システム」の構築による新しい「社会福祉の実施体制
の地域化」への期待である。この視点には，新しい「非制度的な社会福祉の実施体制の地域
化」であって，社会福祉の実施体制の市民化，さらには，開放的な公共私の協働責任による
実施体制の構築（官製市場の見直し）としても説明が可能である。それは，住民参画による
参加型社会福祉の構築という視点でもある。このことは，非営利型の市民活動の活性化への
期待であり，近隣地域社会でのボランティア活動の活性化への期待であって，社会福祉の理
解の醸成・社会福祉問題の共有化の促進という視点が根底にある。なお，この二つの視点を
補完する側面として，規制改革による営利型福祉事業の参入の動向（官製市場の見直し）が
注目できる。この規制改革は社会福祉問題解決の仕組みの根底を変容させる動向である。
この二つの視点と動向は，社会福祉の実施体制の主体形成と客体形成として説明ができる。
すなわち，第一の視点である「制度的な社会福祉の公的実施体制の地域化」は，制度的・公
的責任による問題解決システムの客体的な実施体制の形成（客体形成）の進行として捉える
ことができよう。第二の「非制度的制度的な社会福祉の実施体制の地域化」は，二つの分野
からなる。第一の分野は，非制度的問題解決システムとしての営利型福祉事業や非営利型福
祉事業などの新しい供給システムとして「市場営利型サービス」と「ボランティア・ＮＰＯ
非営利型活動」等の具体的サービス・システムの構築である。この分野は，補完的な側面で
はあるものの，非制度的な問題解決システムの客体的な実施体制の形成（客体形成）として
捉えることができよう。この第一の視点と，第二の視点の中の第一分野が客体的な実施体制
の形成（客体形成）の側面である。
一方，第二の視点の中の第二分野は，社会福祉問題の認識や意識や福祉観という，「社会福
祉問題認識の地域化」の視点である。非制度的な問題解決システムの主体面の形成（主体形
成）の進行として捉えることができよう。留意点として，「社会福祉問題の地域化」と「社会
福祉問題認識の地域化」とは異なると考えている。単なる社会福祉問題の地域化では，「意識
の認識に規定される社会福祉」という枠組みを設定する意味はないといえる。「意識の認識に
規定される社会福祉」に規定される「社会福祉問題の地域化」の視点には，認識という論点
にある。したがって，「社会福祉問題認識」をいかに地域化し，住民相互の生活上の相互支援
関係や障害者理解の醸成などの住民認識が論点となる。この側面を「社会福祉問題認識の主
体形成」と言い換えたい。
このような検討から，「社会福祉の制度的実施体制の客体形成」と「社会福祉の非制度的実
施体制の客体形成」という側面と，「社会福祉の主体形成」と「社会福祉問題認識の主体形成」
という側面の枠組みとして整理が可能であるといえよう。
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「社会福祉の実施体制の客体形成」という視点には，地域福祉を志向した新しい市民観を
基盤に据えており，社会福祉の実施体制が「地域化」していることとして説明できる。また，
地域社会を基盤として生活を問題解決するシステムが，地方分権・規制改革によって変容し
たことである。繰り返すこととなるが，この「社会福祉問題の客体形成」という視点には，
介護保険制度にみられるような公的責任による制度的社会福祉に親和性を持っているが，新
しい「市場営利型サービス」と「ボランティア・ＮＰＯ非営利型活動」等によって，より広
範に地域化していることに特徴がある。
社会福祉の実施体制が「地域化」している動向を，この「社会福祉の実施体制の客体形成」
だけで説明してはならない。すなわち，「社会福祉問題認識の主体形成」も地域化の文脈とし
て認識しなければならない。地域化における地方分権・規制改革とあわせて，地域化におけ
る自治・自律観の視点である。社会福祉問題を地域化し，主体形成することで，初めて社会
福祉問題への住民参加がなされ，積極的なサービスへの利用促進・参加促進がされる。また，
社会福祉財源を共に支え合うという共有観の形成である。
このように，「社会福祉の実施体制の地域化」（官製市場の見直し）は，「非制度的な社会福
祉の実施体制の地域化」とあいまって，「社会福祉問題認識の主体形成」という論点がうかび
あがってきた。この認識の主体形成は，福祉教育・福祉学習・ボランティア体験学習などに
親和性を保持した，岡村重夫の予防的社会福祉とも親和性を持ち，地域を基盤とした「生活
学習」にあると仮説を提示したい。このことは，稿を改めて検討するが，とりあえず，福祉
教育・福祉学習・ボランティア体験学習では，「社会福祉問題認識の主体形成」という視点が
強く表れると考えている。すくなくとも「社会福祉問題認識の主体形成」は，教育観を前提
とはしない。社会福祉問題を地域社会の問題から切り離していくことにも親和性は持ちえな
い。地域社会での生活観に根差した問題認識の共有化とい価値規範が不可避であるといえる。
（２） 社会福祉問題の実施体制の主体形成と客体形成と，社会福祉問題の認識の主体形
成と客体形成の枠組み
この社会福祉問題の客体形成は，社会福祉の制度的側面，すなわち「存在の認識による地
域福祉」の側面の強化という文脈にあると考えている。また，第二の非制度的問題解決シス
テムの新しい地域化は，社会福祉の非制度的な側面，すなわち「意識の認識による地域福祉」
の側面の強化の文脈であるといえる。この文脈では，社会福祉の非制度的側面として，自発
的な市民活動の発展という側面と，市民意識の福祉問題の顕在化，社会福祉問題の共有化と
いう側面でもある。社会福祉問題認識の主体形成という文脈の基本には，意識の認識による
地域福祉と親和性を持っている。さらに，社会福祉問題認識の客体形成では，存在の認識に
よる地域福祉と親和性を持っていると考えている。
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このように「意識の認識による地域福祉」と「存在の認識による地域福祉」に関する峻別
の問題，および，社会福祉問題の主体形成と客体形成は，社会福祉問題を共有化し福祉社会
を形成することに向けた道筋において，不可避の枠組みと考えている。しかし，「存在の認識
による地域福祉」と「意識の認識による地域福祉」につては，拙著を参照していただくこと
として，本稿では，表１－２ 主体形成と客体形成に記述したように，枠組みを提示し別稿
への課題としたい。
（３） コミュニティケアと主体形成と客体形成の枠組み
コミュニティケアとは，コミュニティを基盤とした，双方向的なケアの構築と展開にある
と仮に考えることができる。この双方向的なケアの展開とは，狭義のコミュニティケアとし
ての地域福祉概念を超えなければならない。それは，存在の認識による地域福祉を超えるこ
とを意味する。しかも，意識の認識による地域福祉と合せて展開されるべきであって，その
基本には社会福祉問題認識の主体形成が問われると考えている。
広義の双方向的なコミュニティケアの客体的側面としては，制度的な社会福祉資源の整備
と福祉のまちづくりのハードの側面としての福祉環境醸成が求められる。コミュニティケア
の主体的側面では，福祉のまちづくりのソフトの側面として福祉意識の醸成が求められるこ
ととなる。このように，社会福祉の地域化の過程では，たえず，社会関係としての重層性が
問われることとなる。
例えば，下記の図のように「フォーマルケア」，「営利的ケア」，「インフォーマルケア」（非
営利的ケア）などがあり，地域福祉的ケアの客体的側面を形成している。一方，地域福祉的
ケアの主体的側面は，「インフォーマルケア」（友人・近隣の相互支援）や福祉学習・福祉教
育などの「個人的な福祉環境醸成」の側面について整理をすると次の図－２のような整理が
できよう。
表１－２ 主体形成と客体形成
社会福祉問題の主体形成 同 意 非制度的な社会福祉の実施体制の地域化
社会福祉問題の客体形成 同 意 制度的な社会福祉の実施体制の地域化
社会福祉問題認識の主体形成 親 和 性 意識の認識による地域福祉
社会福祉問題認識の客体形成 親 和 性 存在の認識による地域福祉
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双方向的なコミュニティケアの実施体制の構築には，新しい供給システムとして「市場営
利型サービス」と「ボランティア・ＮＰＯ非営利型活動」の福祉供給システムへの参入が不
可欠である。この両者のうちでも，非営利市民活動（voluntaryism）は日常生活の支援活動
の醸成の側面に着目する必要がある。この活動を支援することは，開放的な社会福祉実施体
制を構築することへの期待でもある。この期待は，社会福祉法が示した「社会福祉の実施体
制の地域化」から，新しい社会サービス法の時代での「社会福祉問題解決システムの地域化」
が求められていると考える。それは，社会福祉問題解決のシステムの制度的側面を社会福祉
の客体形成，社会福祉問題解決のシステムの市民参加・相互支援活動や社会福祉の理解など
の側面を社会福祉の主体形成として包括的に検討する課題である。したがって，双方向的な
コミュニティケアの展開のためには，主体形成と客体形成の両面から検討をしなくてはなら
ない。ここでも枠組みを提示するにとどめて次に残された課題を示すことにしたい。
残された課題
今村によれば，人間科学・社会科学によって確認された根本的事実，すなわち構造が主体
をつくる，構造の作用や関係の結節点としてのみ主体は存在するとしている。すなわち，既
存のユートピア的な「何ものにも依存せず自立した実体としての主体」観は終焉したとされ
る???。
既存の主体中心主義という主体形成を中心とする様式を絶対とする方法は終焉をした。そ
れは，社会福祉の構造を実体的にとらえ，存在の本質を単一に諸関係の結節（node）や到達
点とする主体観の限界が見えたからである。また，社会福祉の主体形成だけを問う事は，個
体的実践や生活の主体が，すべてが，関係や構造の網の目に埋没する危惧があるからである。
おそらく岡村重夫の社会関係の二重構造論における主体概念についても精査が求められよう。
図－２ 双方向的なコミュニティケア
双
方
向
的
ケ
ア
フォーマルケア
「存在の認識に規定された地域福祉」
インフォーマルケア
「意識の認識に規定された地域福祉」
「公設型」
客体形成 「市場営利型」
「非営利型」
主体形成 「非営利型活動」
「近隣相互支援」
福祉環境醸成 客体形成 「まちづくりのハード面」
主体形成 「まちづくりのソフト面」
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しかし，ネットワーキング的思考による関係性や〝構造性のネットワーク"に対して，存
在の本質の側面に求めるならば客体形成と主体形成を問題とする視点は別な意味を持つと考
えるられ。その意味は，社会福祉問題を主体形成だけから見る単一的思考から，ネットワー
キング的思考による関係性に着目する必要性である。そこにおいては，主体形成と客体形成
との関係の間のネットワーキング的関係性や構造性による主体観・客体観にこそが新しい方
向を示していると考える。あわせて，このような把握方法は，認識という視点の重要性であ
って，〝社会福祉問題の認識の主体形成・客体形成という重層の構造"にも着目しなければな
らない。
「存在の認識に規定される地域福祉」と「意識の認識に規定される地域福祉」という分析
の軸を設定が求められた理由は，上記のような課題とあわせて，積極的な社会福祉サービス
を受ける権利保障と市民の負担の問題に対して行政責任との間の「市民契約化」が未成熟な
段階だからである。さらに，「存在の認識に規定される地域福祉」では市民契約化が基本原則
であるが，「意識の認識に規定される地域福祉」では市民契約化とは異なる新しい関係性が求
められるからである。
また，主体と客体という分析の軸も，社会福祉の地域化という動向にあって，避けえない
社会福祉の結節（node）点であると考えている。本稿はこれらの一連の課題の枠組みの整理
を目的として提示をしたにとどまっている。
注１ 拙著「コミュニティケア研究」相川書房 2000
注２ 拙稿「地域を基盤とした社会福祉の基礎的研究」淑徳大学社会福祉学部研究紀要第35号 2001
注３ 今村仁司著「現代思想の基礎理論」講談社学術文庫 1992P.32
注４ 岡村重夫著「社会福祉原論」 全国社会福祉協議会 1983P.88
注５ 今村仁司著「現代思想の基礎理論」講談社学術文庫 1992P.33
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Research Note
 
A Basic Study of“The Communnity-Based Social Welfare”?
Youichi WATANABE
 
This monograph is a study of new social welfare looked at from a“community”point
 
of view.This viewpoint,in its turn,is derived from the idea of“community-based social
 
welfare”,an idea which must be seen both from a“subject”and“object”perspective.
The first objective of this study,therefore,is to review the concept of the“community
-based”welfare system, trying to replace with it the traditional welfare system by
 
introducing twin approaches from“subject”and“object”
A new type of social planning naturally requires a new way of thinking and this new
 
way of thinking in this case is represented by a new system of community care and
 
community-based social welfare,both of which can be adequately explained,in my on a
 
new model of community care.
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